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研究成果の概要（和文）：　プロデューサーシップの開発には大きく相対的キャリア形成と創発的キャリア形成とがあ
るが、この2つのどちらがより多く見られるかについては、日米に差があった。面接調査の結果、権限の自律度と非公
式組織の開放度という2つの要因がその相違を決めているという仮説が見つかった。権限の自律度と非公式組織の開放
度のどちらも高い米国の企業文化では相対的キャリア形成が選択されやすく、逆にどちらも低い日本では創発的キャリ
ア形成が成果を出していた。

研究成果の概要（英文）： We have two methods, comparative career formation and emergent career formation, 
 to develop 'producership.' But this research found the differenciation between US and Japan in that which
 career formation is selected. It seems depend on the degree of autonomy of exercising authority and to th
e degree of openess of informal organization. In the case of US, the both of them is higher and they tend 
to select the comparative career foramtion. In the case of Japan, the both of them is lower and they made 
higher performance by using the emergent career formation.
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１．研究開始当初の背景 
 これまで、企業の牽引してくれるような中
核的な人材のことを主にコア人材と呼び、そ
の育成については周囲の耳目を集めてきた。
ここで、人材アーキテクチャというフレーム
ワークにおいては、企業を中核型人材、外部
活用型人材、伝統的人材、契約的人材の 4 つ
に分類し、それぞれの特徴や育成について説
明している（Lepak and Snell, 1999; Kang, 
Morris and Snell, 2007）。これらは企業の独
自性（Uniqueness）と企業にとっての有用性
（Utility）という2つの軸によって分類され、
まさにコア人材のことを示す中核型人材は
独自性も有用性も高い人材と位置づけられ
る。中核型人材を育成するには、まずは有用
性の高い伝統的人材を経るか、あるは独自性
の高い外部活用型人材を経るかをしなけれ
ばならないが（内田, 2006）、本当にこのよう
な軸に沿ったキャリア開発が、いま日本の企
業で求められているような創造的な仕事に
繋がっていくのかどうかについては疑問が
残る。というのも、何を企業の独自性とする
かは戦略的な意思決定とされるが、実は多く
の日本企業ではそれ自体がうまく機能して
いないために、そこから提示された独自な方
向性は、それに従順に従う外部活用型人材が
多数出てきたとしても、けっして成果に繋が
らない可能性があるからだ。ようするに、い
まの人材育成の課題は、適切な戦略的意思決
定を担える優れた経営者を育成するか、もし
くは企業の方針に逆らって勝手に独自性を
つくりだせる個人や小集団をつくることが
できるか、というものである。本研究は後者
を対象とし、そのような現象をうみだすプロ
デューサーシップの開発を課題としている。 
 創造的な個人のキャリア開発についての
フレームワークとして、Career Capital 
Pyramid Model（以下、CCPM）がある（山
下・山田, 2010）。CCPM は Career Captal
を獲得するために、換言すれば、うまく仕事
ができるようになるために、3 つのキャリア
形成があるという。企業の価値を受容してそ
れにあわせたスキルを獲得していく同型的
キャリア形成、周囲との相違のなかから独自
な価値を見つけそれを追求していく相対的
キャリア形成、そして重要な他者との協働の
なかで新しい価値を見つけそれを実現して
いく創発的キャリア形成、である。しかしな
がら、この CCPM は、日本の映画産業のな
かで発見されたモデルであり、これをそのま
ま一般の企業に適用するには多少の問題が
ある。この CCPM を一般の企業に適用でき
るようにするのが、本研究の課題である。 
 
２．研究の目的 
 近年、特定の産業にとどまらず、広く企業
一般にプロデューサー型人材の需要が高ま
っている。プロデューサー型人材には、前述
の CCPM からもわかるように、相対的キャ
リア形成を志向する者と創発的キャリア形

成を志向する者とに大別できる。どちらにも
一長一短があることが想定されているが、本
研究の第一の目的は、プロデューサー型人材
の育成について、日米においてその相違を確
認することである。 
 つぎに、上記の日米のプロデューサー型人
材育成に関する相違から、CCPM の精緻化を
図ることである。この背景には、現在の
CCPM では創発的キャリア形成の優位性ば
かりが挙げられており、相対的キャリア形成
が低く評価されているからである。米国では
相対的キャリア形成が優れた成果に繋がり
やすいことが推測されることより、日米比較
が CCPM の精緻化に繋がると考えられるの
である。 
 さいごに、CCPM を一般企業においても適
用できるよう、具体的な方策を検討すること
も本研究の目的である。 
 
３．研究の方法 
 平成 23 年度には米国において多くの面接
調査を行った。インタビュイーとなったのは、
まず、USD（University of San Diego）の学
生である。日本では企業人として通用するよ
うに育成を行うのは主に企業の役割として
制度的に捉えられているようであるが、米国
では個人が主体的に自己投資を行っていく
というように想定されている。ここでは、彼
ら自身がどのように考えているのかととも
に、それが米国においてどのような背景のな
かで構築されてきたのかについて確認した。 
 つぎに、同様に USD の学生を対象に、彼ら
が CCPM のうち、どのようなキャリア形成を
志向しているのかについて確認するための
面接を行った。周知のとおり、米国ではキャ
リア開発のプロセスのなかで転職や教育機
関（とくに専門職大学院）を利用する傾向が
強い。これが相対的キャリア形成に対応して
いることから、この面接によって得られるデ
ータがCCPMの精緻化に有効だと考えられる。 
 3 つめに、米国サンディエゴ近郊の一般の
企業人に対して面接調査を行った。ここでの
調査課題は、彼らがこれまでどのようにして
Career Capitalを獲得してきたのかについて
確認することである。 
 平成 24 年度と平成 25 年度には、日本の一
般企業に勤める人を対象に面接調査を行っ
た。計画段階では平成 24 年度に完了する予
定であったが、その計画が遅れ、平成 25 年
にまでずれこんだ。ここでは、前述のように
プロデューサー型人材の2つのタイプの人た
ちを対象とした。前述のように、CCPM は日本
の映画産業の調査から得られたデータであ
るため、より汎用的なプロデューサーシップ
についてのデータを得るというのがこの面
接調査の趣旨である。 
 分析には GTA（Grounded Theory Approach）
を用いた（Glaser and Strauss, 1967）。面
接内容はすべて IC レコーダーに録音され、
起稿された。この起稿データを GTA という定



性データを分析する方法を用いて分析した。 
 
４．研究成果 
 CCPM に基づいて、企業人のキャリア開発を
見てみると、米国ではやはり事前に想定して
いた通り、創造的な仕事をしている者は相対
的キャリア形成を志向しているといえる（同
型的キャリア形成を志向している者も多数
いたが、創造的な仕事をしているとは言いが
たかった）。この背景には、現場担当者の権
限行使がその担当者の判断だけで行われう
るという状況があるようだ。これは一見、当
然のように思えるが、日本の企業ではオペレ
ーションを除いて現場担当者が権限内であ
ってもその権限を行使しない、もしくはでき
ないようなコンテクストがあった。創造的な
仕事をするうえで、関連する人びとを巻き込
むことが必要だということはすでにわかっ
ているが、その人びとが権限行使できる人で
あれば、論理的で合理的な議論をなすことで
協力を取り付けることも十分に可能である。
米国ではとくに言語コミュニケーションに
重きを置くということも加わって、創造的な
仕事をするのに相対的キャリア形成が行わ
れやすい環境になっていると考えられる。 
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＜図 Career Capital Pyramid＞ 
 
 
 他方で、日本では創造的な仕事をしている
人は、一定の割合で創発的キャリア形成を志
向している者がいるものの、米国と同様に相
対的キャリア形成を志向する者も多く見ら
れた。これについては、近年の個人の就業慣
行の変化によるところも多いようである。主
に若手の従業員が同型的キャリア形成を経
ることなく、すなわち基本的なスキルを身に
つけることもないままに、相対的キャリア形
成を志向するという傾向が多く見られた。む

ろん、これは創造的な仕事には繋がらないこ
とが多く、「日本でも創造的な仕事をする人
は相対的キャリア形成が多い」という言い方
は正しくない。これらを差し引くと、日本に
おいては本質的に創造的な仕事をする人は
相対的キャリア形成よりも創発的キャリア
形成の方が多いということがいえる。この背
景には、米国とは逆に、現場の各担当者が自
分の判断で権限行使をしないという慣習が
あるように考えられる。形式的には自身の権
限で判断できることになっているものも、周
囲の合意を得る場合が多く、創造的な仕事を
するうえでは障害になりやすい。結果として、
創発的キャリア形成の方が創造的な仕事に
繋がることが多いのは、人的な関係性をてこ
にすることができるからである。 
 このように、プロデューサーシップの発達
プロセスを CCPM で見たとき、いくつかの環
境要因が介在していることが明らかとなっ
た。ひとつは組織のなかで分業されたそれぞ
れの単位の自律度である。プロデューサー型
人材は、創造的な仕事を進めるにあたり、多
くの場合、分業の枠組みを変更する必要があ
る。Schumpeter（1971）が述べた新結合もま
さにこれに関連する議論だと言える。分業の
枠組みを変えるということは、ある現場担当
者の職務権限の一部をプロデューサー型人
材に委託して彼（彼女）に従うということを
意味しており、現場担当者が合理的に判断し
てそれを認めることが可能かどうかに依存
している。このとき、自律度が高ければ場合
によっては職務権限の委託も可能になるが、
自律度が低ければ現場担当者は自身の判断
だけでそれを認めることができない。 
 CCPM に影響を与えるもうひとつの環境要
因は、非公式組織の開放度である。非公式組
織はけっしてひとつにまとまっているわけ
ではなく、ひとつの公式組織の中にも数多く
存在することもある。非公式組織の特徴は、
そのメンバー間から公式な権限関係を取り
除き、自由なコミュニケーションを取れるこ
とにあるが、それは同時に属人的で恣意的で
もある。開放度の高い非公式組織の場合は、
メンバーシップの条件が厳しくなく、その条
件さえ満たせば誰もが参加できる一方で、開
放度が低い非公式組織の場合は、一朝一夕に
メンバーシップを獲得できない。プロデュー
サー型人材が現場担当者を巻き込んで創造
的な仕事を進めようとする際、その二者を含
めた非公式組織のメンバーシップの獲得が
容易かどうかというのは大きな意味合いを
もってくるだろう。 
 総じて、創造的な仕事のためには、権限の
自律度が大きく、非公式組織の開放度が大き
ければ、相対的キャリア形成がより多く用い
られ、その逆の場合には創発的キャリア形成
が有効に機能することになる。しかしながら、
そこでなされる創造的な仕事は質的に異な
ると推測される。この点については、今後の
さらなる研究と考察が必要である。 
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